
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計
就労支援事業収益 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 2,900,000 2,900,000 2,900,000 2,900,000 2,900,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 30,500,000
就労支援事業活動収益計 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 2,900,000 2,900,000 2,900,000 2,900,000 2,900,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 30,500,000

就労支援事業販売原価
期首製品（商品）棚卸高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期就労支援事業製造原価 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期就労支援事業仕入高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
期末製品（商品）棚卸高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

就労支援事業販管費 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 30,000,000
就労支援事業活動費用計 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 30,000,000

就労支援事業活動増減差額 -1,500,000 -1,000,000 -500,000 0 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000 500,000 500,000 500,000 500,000
2,080,000 2,080,000 2,080,000 2,080,000 2,080,000 2,080,000 2,080,000 2,080,000 2,080,000 2,080,000 2,080,000 2,120,000 25,000,000

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計
就労支援事業収益 1,253,539 524,305 140,481 185,780 253,169 218,561 355,947 909,226 508,802 781,264 466,147 806,705 6,403,926
就労支援事業活動収益計 1,253,539 524,305 140,481 185,780 253,169 218,561 355,947 909,226 508,802 781,264 466,147 806,705 6,403,926

就労支援事業販売原価
期首製品（商品）棚卸高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期就労支援事業製造原価 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期就労支援事業仕入高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
期末製品（商品）棚卸高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

就労支援事業販管費 2,651,189 2,651,189 2,651,189 2,651,189 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 31,814,260
就労支援事業活動費用計 2,651,189 2,651,189 2,651,189 2,651,189 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 2,651,188 31,814,260

就労支援事業活動増減差額 -1,397,650 -2,126,884 -2,510,708 -2,465,409 -2,398,019 -2,432,627 -2,295,241 -1,741,962 -2,142,386 -1,869,924 -2,185,041 -1,844,483 -25,410,334
2,215,186 2,160,359 2,316,515 2504632 2015788 1,983,639 2134690 2045408 2,024,936 1930562 1902322 2,124,554 25,358,591

別紙様式２－２

経営改善計画期間中の具体的改善策と実施時期等

項目 課題 実施期間 具体的な改善策

教育の充実
作業スピードが他の利用者の半
分以下の方がいる

Ｒ３年４月～Ｒ４年３月

１．作業効率の良い利用者をリーダーとして、他の利用者に教育を充実します。
２．作業スピードが遅い方について、原因が障がいによるものなのか、そうでない他の理由（例：モチベーション、早くても遅くて
も給与に大差が無いことへの不満、これまで仕事の経験が無くＴＱＣ等の意識が全く無い　等）なのかをじっくり見極めて対応す
る。
３．病気が原因で困難な場合は作業内容の見直しを検討する。
４．一部の方に在宅勤務を行って頂くことによる教育の充実を行い、さらなる作業効率のアップが期待できます。

営業体制の強化
現在、内職の作業で、施設外を
検討中

Ｒ３年４月～Ｒ４年３月 現在、既に内職を行っている会社が作業場を新たに拡張するとのこと。これに合わせて、施設外就労の検討を行う。

経費節減 内職の作業で、場所が必要 Ｒ３年４月～Ｒ４年３月
新たに部屋を賃貸することも検討したが、現在の作業場所のレイアウトの変更や、物置場所との往復を増やすことで、当面新たに賃
貸を追加することは行わない。

（注）経営改善を行う項目(例：営業体制の強化、経費削減、販路拡大等）を記載するとともに、課題を記載しその課題に対応するための実施期間と具体的な改善策をそれぞれ記載する。適宜欄は追加する。
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